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�本ポリシー・ブリーフでは、教育開発の最優先課題を、教育へのアクセスと修学の達成（万人のための教育
（EFA）とミレニアム開発目標（MDGs））から教育の質の強化に移行させる必要性を論じている。
�質の高い教育は、持続可能な開発をあらゆる面で進めていく上で不可欠である。質の高い教育の強化は、
持続可能な開発目標（SDGs）並びに2015年に開始予定の「持続可能な開発のための教育（ESD）に関
するグローバル・アクション・プログラム」の基盤となっている。
�質の高い教育は、ESDに関する包括的な視点と測定可能な学習目標・成果を組み合わせることによって強
化できる。
�本ポリシー・ブリーフでは、学習プロセスと教育内容の両方の課題に対処するESD学習パフォーマンス・フ
レームワーク（LPF）を紹介する。また、ESDの強化が全体的な教育の質をどのくらい高められるかを表す
ロードマップを提示する。
�LPFを次のような場面で活用することで、「持続可能な開発のための質の高い教育」の効果を大幅に高め
ることができる。

��������カリキュラム開発者：�変容的な教育的・教授的アプローチを盛り込んだ包括的な学校カリキュラムを設計。
��������教員：�LPFとその適用に関する研修を通して、ESDに関する能力を強化。
��������学校管理者：�体験教育を重視した持続可能性のモデルとなる安全な学習環境を整備。
��������教育政策立案者：�教育改革に変容的学習アプローチを取り入れ、標準的な教育政策にESDの導入を検討。
�このように教育の様々な側面で活用することで、LPFは、教育政策立案、カリキュラム設計、授業内容、教
授法、学習環境を十分な情報に基づいたものに向上させることができる。
�さらに、LPFは、国・地方における教育パフォーマンスのモニタリングだけでなく、持続可能な開発のための
教育の10年（DESD）の世界的進展状況、ESDに関するグローバル・アクション・プログラム、SDGsの評
価を行う際の、測定可能で定性的な学習目標と進捗指標を策定する基盤を提供する。
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はじめに1

近年、教育へのアクセスと修学の達成が大幅に向上したこ
とを考えると1、これまで非現実的と考えられていた「質の高い
教育」という目標に重点を置くことも大いに可能である。質の高
い教育の強化は、持続可能な開発をあらゆる側面で進展させ
る上で必要とされており、それによって就労能力が高まるだけで
なく、人間開発と地球環境の限界との緊張を緩和するための
技能（スキル）と価値観を育むこともできる。持続可能な開発の
ための教育の10年（DESD）は、持続可能な開発のための教
育（ESD）を学習のあらゆる分野に組み込むことを推進し、質の
高い教育を幅広い教育改革の優先課題にすることを強調して
いる。これまでも、複数の国際的な教育イニシアティブで質の
高い教育が提唱されているが、成果の定量化が難しいことから、
具体的な活動の目標には引き続き教育へのアクセスと修学の
達成が用いられている。本ポリシー・ブリーフでは、2015年に開
始予定のESDに関するグローバル・アクション・プログラムや、
持続可能な開発目標（SDGs）などの世界的取り組みにおいて、
質の高い教育を主な優先課題に位置づける必要性を論じる。

ESDは質の高い教育とほぼ同義語と言える。しかし、ESD
の実現には現代社会の教育機能を広範に変革させる必要が
あり、かつ持続可能な開発のための質の高い教育をどのよう
に構築し実施するかが大きな課題となる。また、ESDによる学
習パフォーマンスの有効性を体系的に評価することも難しく、
特に持続可能性への寄与度の定義が困難である。

本ポリシー・ブリーフは、これらの問題に対処する「ESD学習
パフォーマンス・フレームワーク（LPF）」を紹介し、ESDを実際
に実施・評価する方法を提示する。さらに、教育内容と学習プ

ロセスを含むESDの主な要素を特定し、統合的かつ包括的な
フレームワークを用い、これらを教育開発に導入することによっ
て、質の高い教育を強化できることも示している。LPFの利用
を推奨する対象には、教育政策立案者（国・地方の教育当局
者）、実践者（カリキュラム開発者）、教員及び教育者、地域の
学校管理者が含まれている。これほど多くの関係者の役割を
扱う必要があるということはすなわちESDと質の高い教育の両
方の実施における対象範囲の広さと複雑さを示している。

持続可能な開発アジェンダを達成するためには、人間の幸福
実現における教育の中心的役割に焦点を当てた強力なSDG
が求められる。そのような教育に関する目標を達成するには、質
の高い教育の進展と持続可能な開発のための教育の両方に
同時に取り組まなければならない。LPFは、この2つの教育的
取り組みを橋渡しするためのロードマップも提示している。

本ポリシー・ブリーフの構成は以下のとおりである。まず、第
2章では、包括的な教育開発実現における質の高い教育の
重要性と、量的目標を越える進歩的役割に焦点を当てる。第
3章では、ESDの包括的な視点と質の高い教育との統合、そ
して双方の重要な関連性について説明する。第4章では、
LPFの開発と、LPFが効果的な教育内容と学習プロセスの両
方を重視していることについて詳しく述べる。第5章では、LPF
の基本的特徴を教育の質の向上に役立てる方法について検
証する。第6章では、質の高い教育目標とESDを達成するた
めの相互関係を促すLPFの仕組みを示すと共に、多様な関係
者によるLPFを通した学習パフォーマンスの改善について提言
を行う。

1  UN, 2013a; UN, 2013b; Sustainable Development Solutions Network, 2013; Canadian International Development Agency, 2013; United 
Nations Secretary General, 2012.

図１　教育に関するSDGの観点から見た（LPFを適用した）ESDと質の高い教育との関係
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質の高い教育：  グローバルな教育改革への道筋2

持続可能な社会の発展と人間の幸福を実現する上で教育
が中心的役割を担っていることは広く認められている。2000
年には測定可能な6つの目標を含む「万人のための教育

（EFA）ダカール行動の枠組み」が採択され、同時期にミレニ
アム開発目標（MDGs）2及び3が定められた。これら全ての
目標達成にはさらなる努力が必要ではあるものの、その後、教
育へのアクセスと修学の達成は大幅に向上してきた。

これまでは教育へのアクセスと修学の達成が重視されるあま
り、教育の内容、教授法の採用、適切な教員研修といった側
面はあまり注目されてこなかった。しかし、次に挙げるような課題
が残されるとともに、教育の量と質の議論も起きている。1）就
学率が上昇しているにもかかわらず学力が十分身についていない

（15～24歳の若者1億2,300万人以上が基本的な読み書
き能力に欠けている）、2）現行の教育システムでは未来の不確
かな課題と変化に適応するために必要な技能と知識を習得でき
ない（UN, 2013a）。これらを改善するためには、記憶や暗記学
習を中心とした学業成績と認知スキルの向上という目標から脱却
し、社会的一体性やグローバル・シチズンシップ、創造力、社会
的・情緒的発達を目指す教育、並びに非認知的・情動的スキル
の学習へと移行する必要がある（UNESCO BKK, 2013）。ま
た、今後は質の高い教育をより重視するとともに、それを目指す
取り組みと共に質の高い教育の原則を強化する政策も実施しな
ければならない。そのためには、1）教育機関・プログラムの利用
しやすさ、2）最も困難な状況に置かれた人 を々含む教育アクセ
スの確保、3）形式と内容の妥当性（教育内容と学習プロセスが

相互に関連し良質であること）、4）絶えず変化する学習者と社
会的ニーズへの適応（GCE, 2013）の確保が必要となる。

質の高い教育の中核的原則は普遍的である。他方、教育
の成果は、1）生徒と教師が学習領域に何をもたらすか、2）教
育・学習アプローチの妥当性、3）学習者によって教育がどう
活かされているか、など様々な基準に左右されるため、それぞれ
の実情に合わせて適用しなければならない。従って、質の高い
教育では以下の要素を考慮する必要がある。

• 学習者の学習前の世界観と心理（例：子どもの家庭環境）
• 教師の能力
•  多様な社会的主体（個人、団体、コミュニティ、社会など）
との相互関係

• 学習環境と教育環境
• 学習教材の内容と教育・学習プロセスの種類
• 知識構築の力学とその活用
• 学習・教育評価様式
• 文化と言語の影響力
•  平等を促進する持続可能なライフスタイルに関する個人
の価値観

質の高い教育は、人間と社会の発展に多大な利益となり、
資源コストも少なくて済むことが多いため、付加価値をもたらす

（Didham and Ofei-Manu, 2013）。質の高い教育の追求
にあたっては、学習パフォーマンスを強化し、持続可能な未来
で直面しうる課題への対処能力を学習者が身に付けることに
焦点を当てるべきである。

質の高い教育の追求とESDの視点の統合3

ESDに関するボン宣言（2009）は、教育によるエンパワーメ
ントの重要性を強調し、「教育の質は、持続可能な生活及び社
会や適正な職業への参加に必要な価値観、知識、技能、能力
を育むものでなければならない」と記している（UNESCO, para. 
4:1）。グローバルな持続可能性に関する様 な々危機対処能力
は、質の高い教育への包括的アプローチによってもたらされる。
ESDの教育的解釈は主に2つあり、1つはESDを学習者に
適切な知識、態度、価値観を移転させる手段とみなすことであ
る。2つ目は、日々の生活で意識的に持続可能な選択を行い、
発想やライフスタイルを転換するために集団的対話を通して協
調しながら問題を追究する能力を育むことである（UNESCO, 
2009）。2つ目の解釈では、従来の教授法を改め、教育の質
を高めることもESDの目的とみなしている。

現在、新興工業国では、教育へのアクセスと修学の達成及
び教育の継続的改善の重要性が再確認されている。一方、多
くの高所得先進国は、EFAとMDGsのアジェンダからさらに進
んで、教育システムの質的向上に取り組み始めている。このよ
うな教育の質的向上は、学習者が未来の社会や経済に必要
な技能を備え、生徒の学習到達度調査（PISA）など国際的な
学力評価で競争力を発揮できるようになることを目指している。
ただし、雇用の可能性や社会的スキルばかりに焦点を当てて
持続可能性（例：21世紀型スキルの教育、PISA）を考慮しな
い教育は、持続可能な開発に貢献する可能性が低いだけでな
く、現在直面している問題を悪化させる恐れがある。
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このように、ESDの視点と測定可能な学習目標・成果を取
り入れた質の高い教育は、グローバルな教育改革・改善の道
筋として、2015年に開始予定のESDに関するグローバル・ア
クション・プログラムと2015年以降のSDGsの基盤となるべ

筆者らは、学習の内容だけでなく、方法も考慮した包括的な
視点を用いて質の高い教育とESDを結びつけ、我 を々取り巻
く世界を理解するためのLPFを開発した。LPFは、いくつかの
重要な教育理論を分析し、複数のケーススタディの文脈の中
で検証することによって効果的なESDの基本的要素を特定し
た2年にわたる研究プロジェクトに基づいて構築されている。

かつてはESDの要素を統合させた測定可能で実用的なフ
レームワークがなかったため、ESDの実施状況（及び持続可
能な開発への貢献度）をモニタリングし、その有効性を評価す
ることが困難であった。LPFはこれらの要素を特定し、使用
可能なフレームワークの中に組み合わせてESDの実用的定
義を提供することを目的に設計されている。また、LPFは実践
例の調査と既存の教育理論の評価という行動と内省の循環

きである。アジア太平洋地域では、革新的なカリキュラム内容
と学習目標、進歩的な教育アプローチと教育理論、持続可能
性志向の教材、実施基準、ESD教育の監査メカニズムの採
用が強く求められている（Didham and Ofei-Manu, 2012）。

プロセスを通して開発された。このプロセスは持続可能性の
学習に不可欠とみなされている。

LPFは、ESD学習パフォーマンスの4つの要素に基づいた
効果的なESD実践を定義し、学習プロセスと教育内容を区別
している。学習プロセスには進歩的教授法と協調的学習関係
が含まれ、教育内容には持続可能性能力及び理解と世界観
のフレームワークが含まれる（図2）。このようにLPFは、効果
的なESDの設計・実践の具体的な指針としての役割を果たす
と共に、ESDの質的成果をモニタリングする進歩的指標の開
発基盤を提供している。さらにLPFは、包括的なESDの視点
を幅広い教育開発に組み込むことにより、質の高い教育を強
化するための運用モデルも提示している。

ESD学習パフォーマンス・フレームワーク（LPF）4

図２　ESD学習パフォーマンス・フレームワーク（LPF）
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 LPFの基本的特徴及び質の高い教育との連携5

本章では、ESD LPFに含まれる4つの教育的・教授的要
素について概説する。

A.��進歩的教授法（Progressive�Pedagogies:�PP）
進歩的教授法（PP）とは、ESDフレームワークの下で教授

的アプローチを統合し、個々の理論、手法、ツールという枠を
超えて実践へと拡大することで、現在の経済・社会プロセスの
持続不可能性及び個人・集団の行動が与える影響への意識
向上を促すものである。PPは、様々な課題の理論的・実践的
側面を考慮しながら、協調的探究と問題解決を含む学習と知
識形成のプロセスに学習者が積極的に参加するために必要
な空間を作り出す（Columbia University, 2012）。PPアプ
ローチでは、生徒を抽象的な知識の受動的な受け手とみなす
のではなく、学習者を学びの世界の中心に置き、批判的内省

と情報の検証を含めた積極的な学習プロセスを促進すること
によって、知識を現実世界の応用と関連させて文脈付けられる
ようにする。

PPには以下の側面がある。1）教育・学習の心理的・社会
的側面への注目、2）研究・地域学習への積極的な参加によ
る体験と学習者の個人的体験の重視、3）生徒による教育プ
ロセスの批判的内省と現実世界での問題解決に焦点を当て
た教育の体系化の奨励、4）自らの行為・行動がこれらプロセ
スから受ける影響と与える影響に関する学習者の分析力・理
解力の強化、5）従来の教授法の人間中心的側面から脱却
した学習の促進、6）学習者と地球の健全性の両方にとって
有意義な教材が盛り込まれたカリキュラムの形成（Columbia 
University, 2012 and Gadotti, 2010）。

表1　進歩的教授法の特徴

•  批判的内省・実践及び問題解決
•  行動・経験志向で生徒主体の学習
•  反復的相互作用を通じた知識生産
•  生涯学習
•  集団的（協調的）探究の循環プロセス

B.��協調的学習関係
　�（Cooperative�Learning�Relationships:�LR）

協調的学習関係（LR）とは、グループ学習、ネットワーク作
り、協調、パートナーシップ、集団的知識形成をESDの重要な
教育的要素とすることで、社会学習、実践コミュニティ、協調
／協力的探究などの教育方法・アプローチが含まれる。通常
対象となるのは、当面の解決策がないテーマや分野に共通の
関心を持つ学習者で、マルチステークホルダーの参加、協調
的関係、一定期間にわたるアイデアと戦略の共有を重視しな
がら、解決策と革新を生み出すために再帰的かつ包摂的な信
頼構築の機会を形成する。LRは、持続可能な開発に内在す
る未知の事実を調べる上で有益な内省的事実調査方法を提
供し、LR教授法によって持続可能性が持つ多様な側面の相
互関連性への理解が高まる。

LRには以下の側面がある。1）簡単な答えのない問題をオー
プンに敬意を持って検証するための共通のプラットフォームを
形成する、2）社会資本の力を活用するための市民参加を促
進する、3）個人の多様な強みを活かした協調的行動の力を認
識する、4）複雑な相互関係における変化の力学を理解するた
めのシステム思考を採用する、5）集団的責任がもたらす好まし
い相互依存を活用する（互いに頼り合いながら各自の成果の
集合として全体的な目標を達成する）、6）各自が責務を果たす
ことを目的としたグループ参加者全員の説明責任を確保する、
7）信頼構築、リーダーシップ、意思決定、紛争解決の育成・実
践を通した協調的スキルの適切な活用を促進する、8）共通の
目標・目的設定時のチームメンバーによるグループ処理を可能
にし、その成果を定期的に評価して効果を高めるために必要
な変化を特定する（Wals, 2011）。
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C.��持続可能性能力
　��（Sustainability�Competencies:�SC）

持続可能性能力（SC）とは、持続可能性の課題に取り組み
SDに貢献するために学習者が育むべき資質と性格を意味し、
その基盤となるのは、考え、行動し、責任を果たすために必要
な知識と能力を持つことである。従ってSCは、SDに関して有
意義な形で他人や集団、社会と関わる能力と理解されている。
SCはESD学習パフォーマンスの要素の1つであり、多様な知
識、スキル、価値観で構成され、ESDの内容に関する議論の
中で主に言及されてきた。

SCに必要な知識能力には分野固有の内容が含まれる。例
を挙げれば尽きないが、表3にその一部を示している。ESDに
関連したスキルについても同様で、ESDに関するスキルベー
スの学習成果も事実ベースの学習と同じように学習プロセス
を重視している。ESDを支える価値観は、極めて重要でありな
がら往々にして測定が困難なESDの情動的側面の基盤とな
る。

D.��理解と世界観（World-View:�WV）のフレームワーク
理解と世界観（WV）のフレームワークは、知識の形成と成

文化の一般的なシステムを対象に、個人が多様な知識の意味
を形成して現実を理解するために用いる文脈的な枠組みと構
造の種類に注目している。ESDの文脈において、WVには学
際的かつ統合的な性質があり、パラダイムシフトと関連してい
る。従って、環境、社会、持続可能性の問題に関して解釈・理

解・行動する手段は、我々がどのようなレンズを通してこれらの
問題を観察・理解しているかによって大きく左右される。世界観
とは、複雑で時に分離した信念、イデオロギー、知識の構造で、
自らを取り巻く世界について我々がどのように関わり理解する
かを導いている（Guba, 1990）。ESDでは、システム思考、越
境的思考、統合その他類似の概念によって人々の世界観が
形成され、自然と環境に関する現時点での構想やコンセプト、

表3　�持続可能性能力の特徴

知　識 スキル 価値観

• 気候変動
• 災害リスク軽減
•  持続可能な消費と生産／持続可能な
消費のための教育

• 伝統的知識
•  情報通信技術（ICT）とESDにおける 
使用

• 幸福、開発、環境の質
• レジリエンスと社会・生態システム

• 批判的・複合的思考
• 代替案の模索
• 現実世界での問題解決
• 未来志向
• 変化への適応と支持
• 社会的な行動、協調及び協力
• 紛争解決、交渉、創造力、想像力
• 学際的研究スキル
• 適応学習
• 課題の文脈付け
•  個人的内省、ビジョニング（ビジョンの 
創造）、変化の特定と変化の適応に 
対する同意

• システム思考と価値観重視の思考

• 敬意、思いやり、共感
• 慈善、社会的・経済的公正
•  シチズンシップとスチュワードシップ 
（管理責任）
• エンパワーメントとモチベーション
• コミットメント、協調、同情
• 自決と自立
• レジリエンス、楽観主義、忍耐力
• 自制、情熱、心の知能指数
• 自己主張と説得力
• 確実性と倫理的自覚
• 能力と好奇心
• 相互依存

表2　協調的学習関係の特徴

•   （社会ネットワーク間の）相互関係のための包摂と内部構造ネットワーク、並びに重要な
課題のフレーミングと民主的議論に対する自由度の拡大

•  知識と情報理解の管理システムを構築するためのグループ処理
•  参加と権限分担、当事者意識と共通点の共有
•  役割の明確な定義と目的
•  個人とグループの説明責任
•  好ましい相互依存と信頼構築
•  再帰的瞬間と言説の機会
•  状況性とソーシャルスキル
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並びにそれらの劣化と向上に対する自らの寄与を批判的に内
省し自問する機会がもたらされる。

WVには以下の側面がある。1）体験的理解を統合し、個々
の部分ではなく全体の創発特性に注目した全体システムの説
明を形成する、2）統合された様々な分野の視点に基づいて包
括的な理解を得るための知識探究を構造化する、3）全体シス
テムが創発特性（システムの特徴）を通常どのように統合して
いるかについて重要な洞察を提供し、部分の集合よりもシステ

ムの方が優れている理由を理解する、4）問題を全体としてとら
え、様々な部分が概念的境界を越えてどのように相互関連し
ているかを理解する、5）考えや主張を批判的に検証し、非対
称の力関係とその正当化手段を調査する、6）学習者が持続
可能性のレンズを通して世界を見る際の批判的探究能力と自
己内省能力を強化する、7）相対的な相違を同定し、社会との
関わりの中で対象意識が発達する様子を確認する、8）活動か
デザインかを問わず、身近な状況の観察可能な反復パターン
を認識する（Jones et al., 2010; Springett, 2010）。

表4　理解と世界観のフレームワークの特徴

• 全体論（Holism）と統合：部分ではなく全体に注目
• システム視点または全体システム思考
• 学際的・越境的アプローチ
• 文化相対主義と社会構成主義
• パターン認識とパターンから詳細へのシステム設計（相乗効果）

提言：  ESD学習パフォーマンスの質向上6

ESD LPFには、ESD実践の教育・学習方法、活動、成果
を進展させる効果を備えた、関連性はあるが明らかに異なる複
数の要素を1つのフレームワークの下で統合させる機能があ
る。それによって広範なESDのフレームワークと概念が組み合
わされば、政策プロセスを支援し、確実な実施へと導くことがで
きる。従って、LPFを適用すれば今後のESDの取り組みを地
域・現場の実情に合わせやすくなり、それが成功事例の普及に
つながって最終的に社会の変化に寄与することができる。

さらにESD LPFは、質の高い教育と持続可能な開発のた
めの教育という2つの重要な取り組みの橋渡しとして共通の

道筋を形成し、持続可能性とすべての人の幸福の両方を実現
する手段も提供する。質の高い教育の重要性は、個人の幸
福を追求するために必要な人生のスキルを学習者に与えなが
ら、社会にもすべての人のための持続可能な未来を実現する
力をもたらすことにある。このため教育に関する将来のSDGで
は、相互を関連させた持続可能な開発のための質の高い教育
を目指さなければならない。またLPFによって具体的な測定や
評価の基盤が形成されるため、ESDに関するグローバル・アク
ション・プログラムなどの教育プログラムとSDGsのような開発
アジェンダの教育的要素の両方を評価しやすくなる。

2015年以降の開発アジェンダ（及びSDGs）とESDに関す
るグローバル・アクション・プログラムについての最近の教育関
連の議論・出版物では、質の高い教育を向上させる必要性が
強調されており、質の高い教育の目標を達成するには以下の
ステップが不可欠である。

1） 適切に開発されたカリキュラムの採用
2）  ESD能力を有する教員を育成するための研修の向上・

拡大

3） 安全で効果的な学習環境の構築
4） 教育・学習に対する変容的かつ協調的アプローチ
これらのステップが重要な理由は、教育の成功は最終的に

「何をどのようにどこで誰と学ぶか」によって左右されるからで
ある。従ってESDに関連した質の高い教育を（特に正規教育
において）実現するには上記の目的を果たすことが不可欠であ
り、以下の提言ではESD LPFとこれらの質の高い教育の目的
との相関関係について明らかにする。
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表5　LPFの要素と質の高い教育のためのステップ及び主な関係者・利用者との関係

効果的な学習パフォーマンスの4つの要素

質の高い教育を達成
するためのステップ

持続可能性能力
（SC）

進歩的教授法
（PP）

協調的学習関係
（LR）

世界観の変化
（WV）

適切に開発された
カリキュラム

教育の質の向上

効果的な学習環境
の構築

変容的学習の奨励

カリキュラム開発者、
教科書作成者

あらゆる教育レベルに
おけるESD教員、教育
当局者／教育管理者

地域・現地の
学校運営者／管理者

政策立案者、政策実践
者、教育者、教員、地域・
現地の学校管理者

関連／ターゲット関係者（各交差部分）

ターゲットとなる主体と関連する教育目的及びLPFの要素
を結びつける

ESD LPFは質の高い教育（及びSDGs）にESDの視点を
統合することができる。また、そのためには以下を含む主な関
係者の関与が不可欠である。

•  国または地域の教育・ESD当局者などの教育政策立案者
• カリキュラム開発者や教科書作成者などの実践者
• 小学校から大学まであらゆる教育レベルの教員と教育者
• 地域・現地の学校運営者・管理者
• 研究者、評価・指標開発者及び実践者
LPFの要素は互いに関連し合っているため、すべてを並行し

て実施することが肝要であるが、質の高い教育を達成する上
で効果的な学習パフォーマンスのどの要素が4つのステップ

のいずれかをサポートしているのかを特定することも可能である
（表5参照）。例えば、適切に開発されたカリキュラムには、包
括的な内容（SC）と教育の進歩的プロセス（PP）の両方が含
まれている。また変容的学習の奨励の場合、状況によって程
度はそれぞれ異なるものの、4つの要素全てが効果を発揮しな
ければならない。このように、目標を達成するには全ての関係
者が良好な協調関係を築く必要がある。

教育的目的とLPF要素との関係を表6から表9にまとめた。
ESDと結びついた質の高い教育の実現に必要な目的を達成
するための提言と、各目的に関連するターゲット関係者も同時
に示している。
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表7　教育目的：教員研修の向上と拡大

ターゲット関係者 あらゆる教育レベルのESDの教員、教育者、実践者

質の高い教育を実現するため
の目的の妥当性

質の高い教育には、教授法・学習方法論（包括的で学際的な教育的視点を含む）に関する研
修を通した教員の能力構築が不可欠である。

主なLP要素と目的との関連性 進歩的教授法（PP）：教員が適切な内容の策定と進歩的な教育・学習アプローチの採用に関
する能力を備えることで、教育の向上に貢献できる。

提言：教育のあらゆるレベルのESD教員、教育当局者、管理者、実践者は、教育・学習教授法、ESD知識の内容、スキル、価値
観を含むESD学習パフォーマンスの教育・達成に必要な専門知識を身に付けるべきである。
•  未来の教員は就業前に、読み書き・計算能力に関する基本的な研修だけでなく進歩的教授法と学習方法論に関する研修も受け
るべきである。同研修には、生徒が自己と他者の視点に基づいて状況を分析できるようにすることを目的とした教育に対する包括
的で学際的な視点と多角的視点のアプローチ（例：様々な状況に応じた多角的な科目と価値観の活用）が含まれる。

•  大学、教育学部、教育大学の職員は、以下を含むLPFの要素と特徴を用いた十分な情報に基づいた教員教育戦略を策定する
必要がある。1）現役教員への研修提供に関する各機関の責任拡大、2）変容的学習と教員対象の教育研究を目的とした質の高
い教育に関する系統的な専門能力開発。

•  現役の教員は、創造性と適応性のある教育を行うためにカリキュラムの「ローカリゼーション」、授業計画、評価方法に関する権限
を与えられるべきである。さらに教員は、効果を高めるためにLPFの文脈で自主的に教育的・教授的目標を再設定できるようにすべ
きである。

•  集団的対話と生徒との内省を実施するために評価プロセスの焦点を定め直す。教員は、生徒のニーズに合わせたより良い教育を
行えるように、認知と能力に基づく評価を活用した形成的評価と累積的評価の両方の採用を強化すべきである。

表6　教育目的：適切に開発されたカリキュラムの採用

ターゲット関係者 カリキュラム開発者と教科書作成者

質の高い教育を実現するため
の目的の妥当性

質の高い教育には、豊かな内容、明確な学習方法論、進歩的な学習目的・目標を含む適切に
開発されたカリキュラムが不可欠である。

主な学習パフォーマンス（LP）
要素と目的との関連性

持続可能性能力（SC）： SCの知識、スキル、価値観の要素の有無によってカリキュラムの質
が示される。

提言：カリキュラム（国・地方レベルの両方）にはLPFを組み込むべきである。
従ってカリキュラム開発者は以下を確保する必要がある。
•  ESD戦略と関連させたカリキュラムの構造・内容には、進歩的教授法の主な要素（例：生徒中心、能動的、体験的、集団的探究、
協調的・社会的アプローチ等。5.AとB参照）が含まれていなければならない。その目的は生涯学習能力を育成することで、学習者
の人生の様々な段階における教育的ニーズに焦点を当てた「ライフサイクル」アプローチを用いたスキルベースの学習もその1つで
ある。学習者は、安定した雇用と生計を確保するための備えを身に付ける必要がある。

•  カリキュラムの教育的側面において、世界と地域の社会・生態システムを持続させるための感受性の高い倫理意識を着実に発達
させる明確かつ進歩的な学習目的・目標を設定する。

•  カリキュラムに変容的学習を促進する学習アプローチと教材が採用され、LPF要素と個々の特徴が適切に関連付けられている。
• ESDカリキュラムの内容に地域・現場での適合性と文化的適切性が考慮されている。
• 評価アプローチと評価内容、特にクラスルームレベルでの形成的・累積的評価の採用に関する明確な方向性が示されている。
•  マルチメディアやICT、体験・コミュニティベース学習、スキルの共有など新たな知識・スキル交換手段がカリキュラムで活用されている。
•  教育内容に関しては、時間・状況の経過に伴う持続可能性関連テーマの増加に応じて、継続的な内容の進化をサポートするESD
の柔軟性とダイナミズムを重視する必要がある。従って、持続可能性をめぐる議論に遅れをとらないようにしなければならない。

•  SDとESDに関連する知識に基づいた能力について適切に扱う必要があり（5.C参照）、価値の取得とESD世界観の両方をカバー
する価値に基づいた教育に特に重点を置くべきである。
教科書作成者は、LPFに精通し、教科書の内容を構成する際にLPFを採用すべきである。



10

POLICY BRIEF  Number 28

表9　教育目的：教育・学習に対する変容的アプローチ

ターゲット関係者 教育政策立案者・当局（例：国・地域の教育当局者）、カリキュラム開発者、生徒、教員・教
育者、学校運営者、ESD指標開発者・実践者

質の高い教育を実現するため
の目的の妥当性

生徒を協調的学習プロジェクトに参加させて現実世界の問題解決を目的とした批判的分析と
問題解決に取り組ませる教育及び学習は「変容的」スキルの育成に役立つ。

主なLP要素と目的との関連性
世界観（WV）の変化：関係者が現行の教育システムに固有の欠陥に気づきやすくなる。批判
的内省と他の情動的結果の利用によって、特に変容的教育・学習のための価値観、やる気、
欲求、能力が強化される。

提言：質の高い教育を達成する最適な場所は現地の学校または教室であるが、十分な財源・人材を提供し、導入を義務付けるには
国レベルの支援が必要である。従って、政策立案者と政府職員はESD WVの取り組みに最善を尽くすべきである。
•  政策立案者と政府職員は、ESD関連の政策を国の教育政策（カリキュラム内容を含む）の枠組みに組み込み、省庁間の効果的
な協力を義務付けるべきである。

•  関連機関、特に教育省と環境省は、ESDを導くために確固としたビジョンと強力なリーダーシップを示す必要がある。
•  包括的で統合的かつ学際的で系統的に取り組むには、教員及び他のESD実行責任者が十分な知識と専門技能を備えていなけ
ればならず、大学、教育管理者等が様々な形で研修を提供することもできるが、政府当局による財政支援が必要である。

•  教員は、生徒の体験を向上させるために変容的かつ生徒中心の学習に基づいた教育アプローチを採用する必要があり、LPFから
は以下を含めるべきである。1）学習計画（シラバス）デザインへの生徒の参加や協調的／参加型学習活動・プロジェクトを通した知
識構成、2）現実世界の問題の代替案を考えて解決策を模索することを目的とした協調的探究、実地研究、現地視察など批判的
分析や問題解決のスキルの育成、3）スキルベースの学習を実証するためのESD視点を取り入れたパフォーマンスに基づく評価の
採用、4）教育の提供から学習の促進への転換。

•  教員は、生徒間、生徒と教員、生徒と社会全体との健全な関係と信頼を構築するためにLRを利用すべきで、それにより生徒のパ
フォーマンスを向上させる情緒的・物理的に安全な環境を形成しやすくなる。

• ESDの指標開発者と実践者は、定性表示・評価にLPFを利用すべきである。

表8　教育目的：安全で効果的な学習環境の構築

ターゲット関係者 学校運営者／管理者（地域・地方の両方）

質の高い教育を実現するため
の目的の妥当性

安全で効果的な学習環境を構築することで、参加型かつ体験に基づいた学習を行うダイナミッ
クな機会がもたらされ、それを持続可能な実践と質の高い教育の手本とすることができる。

主なLP要素と目的との関連性 LRに記載されている協調的学習関係は、相互信頼と社会的な絆を構築し、物理的環境が満
たされるとともに、生徒の情緒的安心感も高める。

提言：学校運営者はLPFを活用して以下を実施することができる。
•  統合的で全校的な教育アプローチを用いたLR及びWV側面の適用と持続可能な実践のための学習環境モデルとしての学校開
発。これは学校間の協調的ネットワーキングや資源の相互利用だけでなく、学校運営や施設にも適用することができる。

•  学習プロセスの効果及びESD関連活動・学校プロジェクトなどの取り組みの教育内容を評価して改善に有益な情報を得ることを
目的としたLPFの活用。

•  周囲の生態系とのつながりを強化し、参加型かつ体験に基づいた学習を行うダイナミックな機会をもたらす安全で適切な学習環境
（仲間同士の交流を含む）の提供。
•  地域のニーズを満たし、強力な社会的つながり、信頼構築、シチズンシップを促進するために、学校をコミュニティ学習、地域参加、
学習機会におけるハブにする。
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結論7

DESD、EFA、MDGs、ESDに関するグローバル・アクショ
ン・プログラム、SDGs等重要な国際的イニシアティブの中で教
育の今後の方向性が議題になっている。本ポリシー・ブリーフ
は、これらイニシアティブにおいて、質の高い教育に優先度を
置き、これまでのような教育へのアクセスと修学の達成を重視
することから脱却する必要があると主張している。質の高い教
育システムは量的・質的両方のインプットで構成され、政策レベ
ルでの支援を提供しながら、実践レベルでの成果やアウトプット
の特徴も重視している。ただし、質の高い教育が妥当性を得る
には、ESDの視点を取り入れて、世界が直面する現在・未来の
課題への対処能力を学習者に身に付けさせる必要がある。

本ポリシー・ブリーフは、ESDを教育の主流に位置付けるた
めの手段として、また教育システム全体でESDに基づいた質
の高い教育を強化する有益な評価ツールとして、ESD LPFの
採用を提言している。また、LPFのさらなる適用・検証は、世界
規模の新たな教育的枠組みへのESDの移行・導入を支援し、
SDGsの教育目標設定にも大いに貢献する。最後に、LPFに
質的成果指標を加えることで、ESDの明確な実用的定義を示
しやすくなるだけでなく、モニタリング・評価プロセスを強化・促
進することができる。
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